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民生委員 ・児童委員の現状 と課題
―児童虐待への取 り組みを中心 として―
遠 藤 和 佳 子
       The Research on Efforts at Child Abuse Problems by 
    Community Welfare Volunteer (so-called "Minsei-iin") and 
Commissioned Volunteer Child Welfare Worker (so-called  "Jido-iin")
Wakako Endo
 Abstract  : Community welfare volunteer (so-called  "Minsei-iin" ) and commissioned vol-
unteer child welfare worker (so-called  "Jido-iin") play essential roles in resolving child 
abuse problems in a community. In this paper, I will research on efforts at the child abuse 
problems by community welfare volunteer (so-called "Minsei-iin" ) and commissioned vol-
unteer child welfare worker (so-called  "Jido-iin"). And,  I will clear what o do for im-
proving the system ofcommunity welfare volunteer (so-called  "Minsei-iin" ) and commis-























































































































































































































資料出典:『新版 ・社会福祉学習双書』編集委員会編 『新版 ・社会福祉学習双書〈第7巻〉 地域福祉論』
全国社会福祉協議会、2001年、191頁
関西福祉科学大学紀要第6号(2002)





及び取り 巻 く環境の状況を適切に把握 し、その保
護、保健その他福祉に関し、援助及び指導をする
とともに、児童福祉司又は祉会福祉法に規定する























































第十 二条 市町村の区域に児童委員を置 く。
② 民生委員法（昭和 二十三年法律第 百九十八号）
による民生委員は、児童委員に充てられたものと
する。
③ 厚生労働大臣 は、児童委員のうちから、主任児童委員 を指名す
る。










する活動 を行 う者 と密接に連携 し、その事業又
は活動 を支援すること。
四児童福祉司 又は社会福祉 法に規定する福祉に
関する事務 所 以下 「福祉事務所」 という。）





及び取り 巻 く環境の状況を適切に把握 し、その保
護、保健その他福祉に関し、援助及び指導をする
とともに、児童福祉司又は社会福祉法に規定する

















































































同様 に地域住民 と同じ視点を共有 しつつも、新
たな役割としてコミュニティが抱える福祉の問








以下で は、こう した ことにつ いて平 成13
(2002)年に実施された 「子 どもの虐待に関す
る児童委員 ・主任児童委員調査」のデータを分







































































遠藤和佳子:民 生委員 ・児童委員の現状 と課題
委員 ・主任児童委員の現状と課題を浮 き彫 りに
したい。
1.都 道府県 ・指定都市 民生委 員児童委 員協議
会(連 合会)調 査 データの分析
1)平成12(2000)年度 にお ける子 ども虐待 関
連の啓発資料の作成(問1)
「平成12(2000)年度 におけ る子 ど も虐待 関
連の啓発 資料 の作成」 について は、有効回答 数
43の内、「民 児協 を中心 に関係 機 関 と協力 して
作 成」 が6(14.0%)の、 「特 に作 成 してい な い」
が37(86.0%)であった(表3)。
2)平成12(2000)年度 にお ける子 ど も虐 待 に
関す る調査研究 への取 り組 み(問3)
「平成12(2000)年度 にお ける子 ど も虐待 に
関する調査研究へ の取 り組み」は有効回答数43
の内、「民児協 として 実施」が4(9.3%)、「他
機関の調査 に協力」 が4(9.3%)、「特 に取 り組
んでいない」 が34(79.1%)であった(表4)。
3)平成12(2000)年度 における子 ども虐待 に
関す る研修会 の開催(問4)
「平成12(2000)年度 にお ける子 ども虐待 に
関す る研修会の開催」 は どうだろうか。 これ に
ついては有効 回答数43の 内、「民児協 として主
催 ・実施」 が34(79.1%)、「他機関の研修 会に
共催 ・後援」が6(14.0%)、「他 機 関の実 施 し
た研修 会 に参加 を呼 びか けた」が1(2.3%)、
「研修 会への取 り組み は しなか った」 が2(4.7
%)で あった(表5)。
4)平成13(2001)年度 にお ける子 ども虐待 関
連の啓発 資料 の作成(問5)
次 に平成13(2001)年度 につい て見 て み よ
う。 「平成13年 度 における子 ども虐待関連 の啓
発資料の作成」 は有効 回答数43の 内、「民児協
を中心 に関係 機 関 と協 力 して作 成」 が6(14.0
%)、「特 に作成 していない」が36(83.7%)で
あった(表6)。
5)平成13(2001)の年度 における子 ども虐 待に
関する調査研 究への取 り組 み(問7)
「平成13(2001)年度 にお ける子 ども虐 待 に
関す る調査研 究へ の取 り組み」 につ いて は、有
効 回答 数43の 内、「民児 協 と して実 施」が10
(23.3%)、「他 機 関 の 調 査 に 協 力」が2(4.7




























表7平 成13(2001)年度 にお け る子 ど も虐 待 に 関す る調 査 研 究 へ の取 り組 み
頻 度%有 効%累 積%
民 児 協 と して 実施1023.323.323.3
他 機 関調 査 に 協 力24.74.727.9
特 に取 り組 む予 定 はな い3069.869.897.7
無 回答12.32.3100
Total43100100
6)平成13(2001)年度 にお ける子 ども虐待 に
関する研修会 の開催(問8)
最 後 に 「平 成13(2001)年度 にお け る子 ど
も虐待 に関す る研修会 の開催 」は有効 回答数43
の内、「民児 協 と して主 催 ・実施」が28(65.1
%)、「他 機 関 の 研 修 会 に共 催 ・後 援」が11
(25.6%)、「研 修 会への 取 り組 みは予 定 して い
ない」が4(9.3%)であ った(表8)。
さて、平成12(2000)年度 と平 成13(2001)
年 度 におけ る以上 の集計 結 果 を比較 してみ る
と、 どの ような ことが分 かるだろ うか。
まず 「子 ども虐待 関連 の啓発資料 の作成」 に
つ い て 作 成 して い る とす る の は、平 成12
(2000)年度 と平成13(200l)年度 どち らも、
6(14%)であ り全 く変 化 してい ない。次 に、
「子 ども虐待 に関す る調査 研究」 を何 らかの形
で実施 して いる とする のは(「民児協 と して実
施」+「他機 関の調査 に協力」)、平成12(2000)
年 度 で は8(18.6%)、平 成13(2001)年度 で
は12(28%)と、や は りほ とん ど変化 が 見 ら
れない。 さらに 「子 ども虐待 に関する研修会 の
開催」の実施 も(「民児協 として主催 ・実施」+
「他 機 関 の 研 修 会 に 共 催 ・後 援」)、平 成12
(2000)年度 で は40(93.1%)、平 成13(2001)
年度で は39(90.7%)であ り、 ほぼ横ばい とな
っている。
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表8平 成13(2001)年度 に お け る子 ど も虐 待 に関 す る研修 会 の 開催
頻 度%有 効%累 積%
民 児協 と して 主 催 ・実施2865.165.165.1
他 機 関 の研 修 会 に共 催 ・後援1125.625.690.7
研 修 会 へ の取 り組 む 予 定 は な い49.39.3100
Total43100100
表9子 ど も虐 待 ネ ッ トワー クの有 無
頻 度%有 効%累 積%
主催 す る会 議 が あ る511.611.611.6
他 機 関 に主 催 す る会 議 が あ る2353.553.565.1
そ の 他24.74.769.8









以上の こ とから、子 ども虐待 に対す る取 り組
みにおいて、近年、 目だった変化 は見 られない
こ とが分か る。 そこで児童 委員 ・主任児童委 員
の現状 と課 題 につ い て、平 成13(2001)年度
現在 の 「子 ど も虐待 ネ ッ トワー ク」 「組織的 に
行 っている直接 的な活動」 のデータも併せて検
討 することに した。
7)子 ども虐待ネ ッ トワークの有無(問9)
「子 ども虐待 ネ ッ トワークの有無」は有効 回
答 数43の 内、「民児協 の主 催す る会議 があ る」
が5(11.6%)、「他 機関 の主催す る会議 がある」
が23(53.5%)、「そ の 他」 が2(4.7%)「特 に
ない」が13(30.2%)であ った(表9)。
8)組織 的に行 っている直接的な活動(問10)
「組織的 に行 って いる直接 的な活動」 は有 効
回答数43の 内、「民 児協が 中心 に行 ってい る」
が6(14.0)の、「他機関の活動 に協力 している」
が15(34.9%)の、 「特 にその ような活動は行 って
いない」が21(48.8%)であった(表10)。
以上2つ のデー タを併 せて考 えてみ ると、子
ども虐待への援助 に関す る現状 と課題が一層 浮
き彫 りになって くる と思 われる。
平 成13(2001)年度 に おい て 「子 ど も虐待
関連の啓 発資料 の作成」(問5)、「子 ども虐 待
に関す る調査研 究」(問7)、「子 ども虐待 に関





んでいない」「取 り組 む予定はない」「特 にな
い」「特にそのような活動は行っていない」)に






















員 ・主任児童委員の現状 と課題を検討 してい く
ことにしよう。
2.市区町村民生委員児童委 員協議会 調査 デー
タの分析
1)平 成12(2000)年度 にお ける子 ども虐待 関
連の啓発 資料 の作成(問1)
「平成12(2000)年度 にお ける子 ども虐待 関
連の啓発資料 の作成」 につ いては、有効 回答数
412の内、「民 児協 を中心 に関係機 関 と協力 し
て作 成」が11(2.7%)、「関係機関 の呼 びか け
で、民児 協 も協 力 して作 成 した」が8(1.9%)
「特 に作成 していない」が390(94.7%)であっ
た(表11)。
2)平成12(2000)年度 にお ける子 ども虐待 に
関 する調査研 究への取 り組み(問3)
「平成12(2000)年度 における子 ども虐待 に
関す る調 査研 究へ の取 り組み」は有 効 回答数
412の内、「民 児 協 と し て 実 施」 が20(4.9
%)、「他 機 関 の調 査 に協 力」 が17(4.1%)、
「特 に取 り組 んでい ない」が370(89.8%)であ
った(表12)。
3)平成12(2000)年度 に おける子 ども虐 待 に
関 する研修会 の開催(問4)
「平 成12(2000)年度 にお ける子 ども虐待 に
関す る研修会 の開催」 は有効 回答数412の内、
「民 児協 と して主 催 ・実施」が127(30.8%)、
「他 機 関 の 研 修 会 に 共 催 ・後 援」 が12(2.9
%)、「他機 関の実施 した研修会 に参加 を呼びか
けた」が154(37.4%)、「研修 会へ の取 り組 み

















表13平 成12(2000)年度 に お け る子 ど も虐待 に関 す る研 修 会 の 開 催
頻 度1%有 効%累 積%
民 児 協 と して 主 催 ・実施127330.830.830.8
他 機 関 の研 修 会 に 共催 ・後 援122.92.933.7
他 機 関 の実 施 し た研 修 会 に参 加 を呼 びか け15437.437.471.1







特 に作 成 して い な い38292.792.799.5
無 回答20.50.5100
Total412100100
4)平成13(2001)年度 にお ける子 ども虐待関
連 の啓発 資料の作成(問5)
次 に平成13(2001)年度 につ い て見 て い く
こ とに しよう。「平成13年 度 における子 ども虐
待 関連の啓発資料 の作 成」は有効 回答数412の
内、 「民児協 を中心 に関係機 関 と協力 して作成」
が10(2.4%)、「関係 機 関の呼 び かけで、民児
協 も協力 して作 成」が18(4.4%)、「特 に作成
していない」が382(92.7%)であ った(表14)。
5)平成13(2001)年度に おける子 ども虐待 に
関する調査研究への取 り組み(問7)
「平 成13(2001)年度 における子 ども虐待 に
関す る調査研究への取 り組み」については、有
効 回答数412の内、「民児協 として実施」が26
(6.3%)、「他 機 関 の 調 査 に 協 力」 が26(6.3
%)、「特 に取 り組 む予 定 は ない」が357(86.7
%)で あ った(表15)。
6)平成13(2001)年度に お ける子 ども虐待 に
関する研修会の開催(問8)
「平成13(2001)年度 における子 ども虐待 に
関西福祉科学大学紀要第6号(2002)
表15平 成13(2001)年度 にお ける 子 ど も虐 待 に関 す る調 査 研 究 へ の取 り組 み
頻 度%有効%累 積%
民 児協 と して実 施266.36.36.3
他 機 関 調査 に協 力266.36.312.6











関す る研修会 の開催」 は有効 回答数412の内、
「民 児 協 と して 主 催 ・実 施」 が99(24.0%)、
「他 機 関 の 研 修 会 に 共 催 ・後 援」が18(4.4
%)、「他機関の実施す る研修 会に参加 を呼 びか
け る」 が181(43.9%)、「研 修 会へ の取 り組 み
は予 定 してい ない」 が109(26.5%)であ った
(表16)。
こ こ で も 平 成12(2000)年度 と 平 成13
(2001)年度 にお ける以 上 の集計結 果 を比較 し
てみ よう。 まず 「子 ども虐 待関連 の啓発資料の
作 成」 につ いて作 成 して い る とす るの は(「民
児協 を中心 に関係機 関 と協 力 して作成」+「関係
機 関の呼びかけで、民 児協 も協力 して作成」)、
平成12(2000)年度 で は19(4.6%)、平 成13
(2001)年度で は28(6.8%)とあ まり変化 して
いなか った。次 に、「子 ども虐待 に関す る調査
研究」 を何 らかの形 で実施 してい るとするのは
(「民 児協 と して 実 施」＋「他 機 関 の調 査 に協
力」)、平 成12(2000)年度 で は37(9%)、平
成13(2001)年度 で は52(12.6%)と、や は
りほ とん ど変化 が見 られ ない。 さらに 「子 ど も
虐待 に関する研 修会 の 開催」の実施 も(「民児
協 として主催 ・実施」十「他 機関の研修会 に共催
・後援」)、平成12(2000)年度 で は139(33.7
%)、平 成13(2001)年度 で は117(28.4%)
であ り、ほ とん ど変化 していない。以上の こと
か ら、市 町村 レベルにおいて も、子 ども虐待 に
対 する取 り組 みにおい て、近年、 目だった変化
は見 られない ことが分 かる。
そ こで平 成13(2001)年度現 在 の 「子 ども
虐 待ネ ッ トワーク」 「組織 的 に行 ってい る直 接
的な活動」 のあ り方 も併せ て、児童委員 ・主任
児童委員 の現状 と課題 を検討 してみることにし
よう。
7)子 ども虐待 ネ ッ トワー クの有無(問9)
「子 ど も虐待 ネ ッ トワー クの有 無」 は有効 回
答数412の内、「民児協 の主催する会議があ る」
が27(6.6%)、「他機 関の主催 する会議が ある」
が110(26.7%)、「そ の 他」が16(3.9%)「特
にない」が257(62.4%)であった(表17)。
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表17子 ど も虐 待 ネ ッ トワー クの有 無
頻 度%有 効%累 積%
主催 す る会 議 が あ る276.66.66.6
他 機 関 に主 催 す る 会議 が あ る11026.726.733.3
そ の他163.93.937.1
特 に な い25762.462.499.5
無 回答20.50.5100
Total412100100
表18組 織 的 に行 って い る直接 的 な 活動
頻度%有 効%累 積%
民児 協 が 中心 に行 っ て い る41101010
他 機 関 の活 動 に協 力 して い る399.59.519.4
特 に そ の よ う な 活 動 は行 っ てい な い32177.977.997.3
無 回答112.72.7100
Total412100100
8)組織 的に行 ってい る直接的 な活動(問10)
「組織 的 に行 っている 直接 的 な活動」 は有効
回答数412の内、「民児 協が 中心 に行 っている」
が41(10.0%)、「他 機 関の活 動 に協 力 して い
る」が39(9.5%)、「特 にそ の ような活動 は行
っ て い な い」 が321(77.9%)であ っ た(表
18)。
以 上2つ のデータを併 せて考 えてみ ると、平
成13(2001)年度 にお いて 「子 ど も虐待 関連
の啓 発 資料 の作成」(問5)、「子 ども虐待 に関
す る調 査研 究」(問7)、「子 ど も虐待 に関す る
研 修 会 の開催」(問8)、「子 ど も虐待 ネ ッ トワ
ー ク の有 無」(問9)、 「組織 的 に行 ってい る直
接的 な活動」(問10)に ついて否定 的なカテ ゴ
リー(「特 に作成 してい ない」 「特 に取 り組んで
い ない」「取 り組 む予 定 は な い」 「特 に な い」
「特 にその ような活動は行 っていない」)に対 す
る回答数がか な り多い こ とが分 かる。 しか も、
否定 的 な回答 数 は、「子 ども虐待 に関す る研修
会 の開催」(問8)が109(26.5%)、「子 ど も虐
待 ネ ッ トワ ー クの 有 無」(問9)が257(62.4
%)、「組織的 に行 ってい る直接 的な活動」(問
10)が321(77.9%)、「子 ども虐待 に関す る調
査研 究」(問7)が357(86.7%)、「子 ども虐待
関連 の 啓発 資 料 の作 成」(問5)が382(92.7
%)で 、回答数の順序 も都 道府県 レベル と全 く
同 じで あった。
したが って ここで も、予算等 も含めて制度 的







































門部会が設置 されてお り(高齢者福祉部会 ・障















平成13(2001)年度 には、前年度 と同様 に






催 ・児童福祉部会研修会 として、「今・・・ 子
どもの施設では:虐待を受けた子 どもと家族へ
の援助―地域の関係機関 ・民生委員児童委員と


















































内容 を見ると、「児童虐待 を考える」 として民
















も家庭センター ・福祉事務所 ・保健所 ・保育所













は前章の質問紙調査 の分析で も見た通 りであ
る。それゆえ比較的実行 に移しやすい 「研修会






以上、子 ども虐待へ の援助 をめ ぐる現状 と課
題の検討 を通 して、児童 委 員 ・主任児童委員が
児童虐待 に対 して期待 され ているような取 り組
みをまだ充分 に行 なえていないことが明 らか と
なった。それは彼 ら自身に よる責任で はな く、
む しろ行政による制度的支援が ほとんどなされ
ていないための もので あった。
で は、今後、 どのような枠組 みの もとで児童
委 員 ・主任児童 委員制度 を整備 してい くことが
望 ま しいのだろ うか。 どうす れば、児童委 員 ・
主任児童委員が今、地域社 会で期待 されている
ような新 たな役 割を実際 に担 うことが できるの
だろうか。 こうしたこ とを模索 してい く上 で、
欧米で推進 されている 「ラ ップアラウ ン ド・ア
プローチ」が参考になるだろ う。
ラ ップアラウン ド ・アプローチは、アラスカ
の 児 童 精 神 保 健 局(Children's　Mental　Health
関西福祉科学大学紀要第6号(2002)
Services)のコーデ ィネ ー ター によって開発 さ
れたフ ァミリー ・プ リザベー シ ョンのための枠
組 み ・プログラムで ある。現在は、 ワシ ン トン
な ど米国30州 の100箇所 以上 で取 り入 れ られ
てお り、 きわめて有効 な援助 方法であるこ とが
確 認 さ れ て い る(Vandenberg,Grealish,and
Schick 1993)。この アプローチは ゴミュニ テ ィ
を基盤 とす る もの であ り、子 どもと家族 を支援
してい くた めチ ーム(Child and Family Team)
が組 まれ、 このチ ームが主体 となってサ ービス
が展開 され るのだが、 このチームには親 、児童
福 祉関係者、司法関係者 、教育者、聖職者、 さ
らにコ ミュニ ティの代表者が入 るこ とになって
い る。 これ らの人び とが チーム とな り、相互 に
密接 な連携 をはか りつつ 、フ ァミリー ・プリザ
ベー ションを推 進 してい くのである。
特 にチームは、衣食住 に関わる基本 的なニ ー
ズ、友人 などの社会的 なネ ッ トワーク、心理的
なサ ポー ト等 を含 む子 ども と家族 の生 活領 域
(life domains)に関 してサー ビスを展 開する。
それ によって、親や子 どもとい った クライエ ン
トた ちが主体 的 に 自己 の環境 や 問題 に 目をむ
け、その意 味 を再構 成(reframing)するこ とを
目指 してお り、 自己 をと りま く環境 を自分 で変
えて い け る力(strength)を持 て る よ うエ ンパ
ワーする ことに主眼が置かれているのだ(牧 野
2001:118)。
こ うしたアプローチを展 開する 上でキーパ ー
ソ ンとな るのが、 家族 と共 に同 じ地 域 に居 住
し、家族 と同 じ目線 か ら彼 らに温かな眼差 しを
注 い でい け る 「コ ミュニ テ ィの代 表 者」 で あ
る。彼 らが 日常的 に家族 に対 して、 どこまでサ
ポー トしてい けるかで 、「ラ ップ アラ ウン ド ・
アプローチ」 によるサー ビスの質が決 まって く
るのだ。 もちろん、「ラ ップア ラウ ン ド ・アプ
ローチ」 は欧米の ものであ り、 日本で も全 く同
じ方法が有効 であ るとは限 らない。 しか し日本
で も 「コ ミュニテ ィの代表者」 の ような役割 を
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ある。このデータの使用 を快諾 して頂いた 「児童
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